
5000ppm   ・体重増加抑制   ・休診勧［抑制   ・休診勧［粥刷   ・体重増加抑制  

児  

動  

物  
1000ppm  毒性所見なし   毒惚所見なし   毒性所見なし   

以下   

（2）発生毒性試験（ラット①、器官形成期投与）  

SDラット（一群雌36～42匹）の妊娠7～17日に強制経口（原体：0、100、300及   

び1000mg／kg体重／日、溶媒：コーンオイル）投与して発生毒性試験が実施された。  

母動物では、1000mg／kg・体重／日投与群で中毒症状（軟便ないし下痢便、肛門部の発   

赤・腫脹、自発運動の減少、削痩、鼻周囲の血性汚れ、耳介及び四肢の蒼白化、体温低   

下等）が観察され42例中12例が死亡した。100mg此g体重／日以上の各投与群におい   

て用量相関性のある体重増加抑制、摂餌量減少、摂水量増加が認められた。剖検では1000   

mg肱g体重／日投与群において副腎の腫大及び胸腺の退縮がみられた。臓器重量では、帝   

王切開時に1000mg此g体重／日投与群で胸腺絶対重量の減少、腎絶対重量及び副腎絶対   

重量の増加、心絶対重量の減少、肝比重量の増加が、300mg／kg体重／日投与群で肝比重   

量、腎比重量の増加が認められた。分娩21日後の離乳時には、1000mg耽g体重／日投与   

群で牌絶対重量の減少が認められた。  

胎児では、1000mg／kg体重／日投与群で、胚死亡率が増加し、生存胎児数が減少傾向   

を示した。骨格変異については第7頸椎横突孔の開存の発現率が300mg瓜g体重／日以上   

の投与群で増加したが、腰肋等の変異の出現率に増加傾向がないので催奇形作用に結び   

つく所見とは考えられなかった。  

出生児では検体投与に起因した影響は藤められなかった。  

本試験において、100mg肱g体重／日以上投与群の母動物で体重増加抑制及び摂餌量減   

少が認められたので、最小毒性量は母動物で100mg／kg体重／日であると考えられた。   

300mg／kg体重／日投与群の胎児で第7頸椎横突孔の開存が認められ、全投与群の出生児   

で検体投与に起因した影響が認められなかったので、無毒性量は胎児で100m釘kg体重  

／日、出生児で1000mg此g体重／日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。  

（参照44）  

（3）発生毒性試験（ラット②、妊娠前～妊娠初期投与）  

SDラット（一群雌雄各24匹）を用いて、妊娠前及び妊娠初期に強制経口（原体：0、  

100、300、500及び1000mg／kg体重／日、溶媒：コーンオイル）投与して発生毒性試験   

が実施された。  

投与期間は、雄は同居開始の9週間前より交配期間終了までの12週間、雌は同居開始   

の2週間前より交配期間を含め妊娠7日までとした。  

各投与群で認められた主な所見は表25に示されている。   

1000mg／kg体重／日投与群の24例中2例の雌動物が死亡し、剖検の結果、肝臓のうっ   

血及び腫大、胸腺及び牌臓の萎縮、副腎の腫大、胃粘膜の潰瘍が認められた。  

胎児では、1000mg／kg体重／日投与群で黄体数が有意な低値を示したが、背景データ  
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の範囲内であることから検休投与による影響ではないと考えられた。その他、着床数、  

生存胎児数の有意な低値、胎児体重の高値を示したが、軽度な変動で、かつ用量依存性  

がなかったことから、検体投与による影響ではないと考えられた。   

本試験において、100mg此g体重／日以上投与群の雄で肝、腎及び副腎絶対重量等の増  

加、100mg此g体重／日以上投与群の雌で腎絶対重量の増加が認められたので、最小毒性  

量は親動物で100mg此g体重／日であると考えられた。全投与群の胎児で検体投与による  

影響が認められなかったので、無毒性量は胎児で1000mg／kg体重／日であると考えられ  

た。繁殖能に対する影響、催奇形性は認められなかった。（参照46）  

表25 ラット発生毒性試験で認められた毒性所見  

投与群   親（雄）   親（雌）   胎児   

1000mg丑g体  ・削痩、自発運動減少  

重／日   ・副腎、胸腺、牌絶対  

重量増加   

500mg瓜g体重／  

日以上   部の発赤・腫脹   

300mg此g体重／  ・体重増加抑制   ・軟便、下痢便、肛門   

日以上   ・肝、腎、副腎の腫大  部の発赤・腫脹  

・胸腺萎縮、絶対重量  ・体重増加抑制、摂水  

減少   量増加   

100mg瓜g体重／  ・腎絶対重量増加   

日以上   ・肝、腎、副腎絶対重  

量増加  

（4）発生毒性試験（ラット③、妊娠～分娩期（周産期及び授乳期）投与）  

SDラット（一群雌23～24匹）を用いて、妊娠17日から分娩後20日まで強制経口（原   

体：0、30、100、300及び500m釘kg体重／日、溶媒：コーンオイル）投与して発生毒   

性試験が実施された。  

各投与群で認められた主な所見は表26に示されている。  

母動物では、500mg／kg体重／日投与群で軟便・下痢便、肛門部発赤・腫脹、自発運動   

の減少、粗毛、体温低下、流涙等が認められ少数例に一過性の流潅が観察された。30q   

mg／kg体重／日投与群では、軟便・下痢便が散見され、一過性の流潅が観察された。300   

mg／kg体重／日以上投与群で体重増加抑制、摂餌量減少、摂水量増加、肝絶対・比重量増   

加が認められた。また、剖検において、500mg肱g体重／日投与群で少数例に肝臓の肥大   

が認やられ、死亡例及び中毒症状が比較的重度に発現した例では脾臓の萎縮、副腎の腫   

大、胸腺の萎縮、肝臓の鬱血ないし胃底腹部の潰瘍が観察された。  

出生児では、500mg此g体重／日投与群で死産児増加に伴う出生率の低下が認められ、   

軽度ではあるが授乳期間中の生存率の低下がみられた。300mg／kg体重／日以上投与群で   

体重増加抑制、成長分化の遅延（耳介の開展、腹部被毛の発生、眼瞼開裂及び下切歯萌  
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出の所要日数の延長）が観察された。生殖器分化では、300mg／kg体重／日投与群で精巣  

下降、500mg此g体重／日投与群で腔開口に至る日齢の遅延が認められた。出生児の感覚  

機能の発達、情動性・運動協調性、学習能及び繁殖能については検体投与による影響は  

見られなかった。   

本試験において、300mg／kg体重／日以上投与群で母動物及び出生児に体重増加抑制等  

が認められたので、無毒性量は母動物及び出生児とも100mg此g体重／日であると考え  

られた。催奇形性は認められなかった。（参照47）  

表26 ラット発生毒性試験で認められた毒性所見  

投与群   母動物   出生児   

500mg耽g体重／日  ・牌萎縮、副腎腫大、胸腺萎縮、  ・出生率、生存率低下  

肝鬱血ないし胃底腺部の潰  ・膀朕壁肥厚・充血  

瘍（重篤例・死亡例）  ・膣開口の遅延   

・肛門部発赤・腫脹  

・自発運動減少、粗毛、体温低  

下、流涙等  

・肝肥大  

300皿g／kg体重／日  ・軟便・下痢便、流挺   ・体重増加抑制   

以上   ・体重増加抑制、摂餌量減少、  ・成長分化及び精巣下降の遅  

摂水量増加   延  

「肝絶対・比重量増加   ・腎孟腔拡張   

100mg／kg体重／日  毒性所見なし   

以下   

（5）発生毒性試験（ウサギ）   

JW・NIBSウサギ（一群雌15～18匹）の妊娠6～18日に強制経口（原体：0、100、   

300及び1000mg／kg体重／日）投与して発生毒性試験が実施された。  

母動物では、300mg此g体重／日以上投与群で軟便、削痩、被毛光沢不良、自発運動減   

少及び呼吸緩徐あるいは呼吸深大等の症状が発現し、流・早産がみられた。1000mg瓜g   

体重／日投与群では体重及び摂餌量の減少が認められ、死亡例がみられたので、評価を行   

う上で十分な数の生存胎児を得られなかった。300mg此g体重／日以上投与群の流・早産、   

死亡及び衰弱のため強制と殺した母動物の剖検所見として、胃の内出血痕、盲腸の内出   

血痕、うっ血、内容物の鱒態（性状、色及び粘張度）の変化等がみられ、摂餌不良との   

関連性が疑われた。  

胎児では、1000mg／kg体重／日投与群に流・早産による生存胎児数の減少がみられた   

以外、検体投与による影響は認められなかった。  

本試験において、母動物で300mg／kg体重／日以上投与群において自発運動減少、流・   

早産等が認められたので、無毒性量は100mg／kg体重／日と考えられた。胎児の無毒性量   

は胎児発育及び生存性に影響の認められなかった300mg／kg体重／日であると考えられ   

た。催奇形性は認められなかった。（参照45）  
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13．遺伝毒性試験  

ビリプロキシフェン（原体）の細菌を用いたDNA修復試験及び復帰突然変異試験、チ   

ャイニーズハムスターの卵巣由来細胞（CHO・Kl）を用いた染色体異常試験及びマウスの   

骨髄細胞を用いた小核試験が実施された。．試験結果は全て陰性であった。  
ビリプロキシフェンに遺伝毒性はないものと考えられた（表27）。（参照48～52）  

表27 遺伝毒性書式験結果概要（原休）  

試験  対象   処理濃度・投与量   結果   

血血  DNA修復試験  且片山血貼   673～21500JJ釘テ○ィスク   

（参照48）  H17，M45株   （＋トS9）  
陰性  

復帰突然変異試  且細山由血比皿   10～5000JJg／プレート   

験   TA98，TAlOO，TA1535，TA   陰性       （＋トS9）  

（参照49）  1537，TA1538株  

且α苗WP2び血株  

染色体異常試験  チャイニーズハムスター  3×10‾5～1×10・3M   

（参照50、51）  卵巣由来細胞（CHO・Kl） 陰性  

10～100〝g／mL（－S9）  

30～3do〟g／mL（＋S9）   

エロlワァP  小核試験   ICRマウス骨髄細胞   5000皿g／kg体重   

（参照52）  （一群雌雄各5匹）   （強制経口投与）   
陰性  

注）＋／－S9：代謝活性化系存在下及び非存在下   

ビリプロキシフェンの原体混在物〔メチル異性体：4・フエノキシフェニル（鬼9・1・メチル  

・2・（2・ビリジルオキシ）エチルエーテル〕及び代謝物（4’・OH・Pyr、5”・OH・Pyr、DPH・Pyr、  

POPA及びmAC）の細菌を用いた復帰突然変異試験が実施された。試験結呆は全て陰  

性であった（表28）。（参照53～54）  

表28 遺伝毒性試験結果概要（原体混在物及び代謝物）  

化合物   試験   対象   処理濃度・投与量   結呆   

メチル異性体  復帰突然変異  ぷ初頭血血   156～5000〟g／プレート   

試験  TA98，TAlOO，TA1535，TA  陰性  

（参照53）   1537株  

且α必WP2甘搾d株   

4’・OH－Pyr   復帰突然変異  且蛎止血血  2．5～5000〝g／プレート   

試験   TA98，TAlOO，TA1535，TA   （－S9）  

（参照54）  1537株   5～5000〃g／プレト  
陰性  

且α滋WP2馴灯A株   （＋S9）   
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注）＋／－S9：代謝活性化系存在下及び非存在下  
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Ⅱ．総合評価  

参照に挙げた資料を用いて農薬「ビリプロキシフェン」の食品健康影響評価を実施した。  

ラットを用いた動物体内運命試験において、単回経口投与律の血中濃度のTmaヱは低用量   

投与群で投与4～8時間、高用量投与群で8時間後であり、半減期は低用量投与群で10～  

14時間、高用量投与群で12時間であった。単回投与における主要組織内の痍留放射能濃   

度は、T加Ⅹ付近では肝臓で最も高く、投与7日後の残留放射能の総和は約0．3％TAR以下   

であった。主要代謝物は末端フユニル基4位が水酸化された4’tOH・Pyrであり、尿及び糞   

から排泄された。体内への残留性・蓄積性はないと考えられた。  

キュウリ、トマト及びオレンジを用いた植物体内運命試験が実施された。ビリプロキシ   

フェンを葉面処理されたキュウリでは、ビリプロキシフェンの半減期は12．5～18．4日、果   

実処理されたキュウリでは半減期は1．9～2．0日であった。主な代謝経路は、エーテル結合   

の開裂、フェニル基及びビリジル基の水酸化であり、主要代謝物は4’・OH・Pyr、5”・OH・Pyr、   

DPH・Pyr及びPOPAであった。土壌処理されたキュウリでは、処理後7日目の残留放射   

能はPhe・14C・ビリプロキシフェンの場合0．1％TAR未満であった。Py－14C・どリブロキシフ   

ェンの場合0．8％TARが検出され、そのうち果実に0．5％TAR、茎葉部に0．3％TARであっ   

たが、ビリプロキシフェンは検出されず、大部分はPYPACであった。トマト及びオレン   

ジにおける主要代謝経路は、末端フェニル基の水酸化及びエーテル結合の開裂であった。  

土壌中運命試験において、好気的条件下でビリプロキシフェンの半減期は6．3日であっ   

た。分解経路は、ビリプロキシフェンの末端フェニル基の水酸化による4’・OH・Pyrの生成、   

さらにエーテル結合ゐ開裂による4，・OH・POPAの生成、または、ビリプロキシフェン及び   

4’・OHヤyrのジフェニルエーテル結合の開裂によるDPH・Pyrの生成、さらにアルキル基と   

フユニル基のエーテル結合の開裂によるPYPAの生成で、最終的に二酸化炭素にまで分解   

されると考えられた。土壌表面光分解試験では、ビリプロキシフェンの半減期は11～13   

遇であった。主な分解経路は、エーテル結合の開裂の後、環開裂等を受けて最終的に二酸   

化炭素まで分解される経路と考えられた。   

水中運命試験において、pH4．0、7．0及び9．0の緩衝液中、50±0．1℃、暗条件下におい   

て加水分解に対し安定であると考えられた。また、蒸留水及び河川水において、太陽光暴   

露により分解が促進され、半減期はそれぞれ17．5日及び21日であった。   

火山灰軽埴土及び沖積埴壌土を用いて、ビリプロキシフェンを分析対象とした土壌残留   

試験（容器内及び圃場）が実施された。容器内における半減期は21～26日、圃場における   

半減期は4～6日であった。   

野菜及び茶を用いて、ビリプロキシフェンを分析対象化合物とした作物残留試験が実施され   

た。最高値はピーマン（果実）の散布後1日目における1．42mg此gであった。   

ラットにおけるビリプロキシフェンの急性経口LD50は雌雄で5000mg戊g体重超、経皮   

LD50は雌雄で2000m釘kg体重超、吸入LC50は雌雄で1．3mgnJ超であった。マウスの急   

性経口LD50は雌雄で5000m釘kg体重超、経皮LD50は雌雄で2000m釘kg体重超であっ   

た。  

ウサギを用いて、ビリプロキシフェンの眼刺激性試験及び皮膚刺激性試験が実施された。   

非常に軽度の眼刺激性が認められたが、皮膚刺激性は認められなかった。また、モルモッ   

トを用いたビリプロキシフェンの皮膚感作性試験では皮膚感作性は認められなかった。  

62   



亜急性毒性試験で得られた無毒性量は、マウスで28．2mg肱g体重／日、ラットで23．5  

mg此g体重／日、イヌで100mg此g体重／日であった。   

慢性毒性試験で待られた無毒性量は、イヌで10mg瓜g体重／日であった。   

ラットの優性毒性ノ発がん性併合言式験、マウスの発がん牲試験で得られた無毒性量は、そ  

れぞれ27．3mg／kg体重／日、16．4mg此g体重／日であった。発がん性は認められなかった。   

2世代繁殖試験で得られた無毒性量は、ラットの親動物で15．5mg／kg体重／日、児動物で  

76．4mg耽g体重／日であった。繁殖能に対する影響は認められなかろた。   

発生毒性試験で得られた無毒性量は、ラットの親動物で100mg瓜g体重／日未満、胎児及  

び出生児で100mg／kg体重／日、ウサギの母動物で100mg此g体重／日、胎児で300mg／kg  

体重／日であった。催奇形性は認められなかった。   

検体投与による影響は、主に肝（ラット及びイヌ）及び腎（マウス）に認められた。   

遺伝毒性試験として、ビリプロキシフェンの細菌を用いたDNA修復試験、復帰突然変異  

試験、チャイニーズハムスターの卵巣由来細胞（CHO・Kl）を用いた血l加染色体異常試  

験及びマウスの骨髄細胞を用いた′J、核試験が実施された。試験結果は全て陰性であり、ビリ  

プロキシフェンに遺伝毒性はないものと考えられた。   

各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をビリプロキシフェン（親化合物のみ）  

と設定した。   

各試験における無毒性量及び最小毒性量は表29に示されている。  

表29 各試験における無毒性量及び最小毒性量  

動物種   試験   無毒性量  最小毒性量  備考2   

（mg／kg体重／日）   （mg肱g体重／日）  

ラット  90 日間亜急性  雄：23．5   雄：118   雌雄：肝細胞肥大等  

毒性試験   雌：27．7   雌：141  

2年間慢性毒性  雄：27．3   雄：138   雌雄：体重増加抑制、摂餌量減少、  

／発がん性併合  雌：35．1   雌：183   血中T．Cbol増加等  

試験  （発がん性は認められない）  

2世代繁殖試験  親動物   親動物   親動物  

P雄：15．5   P雄：76．4   雄：肝比重量、腎比重量増加  

P雌：87．3   P雌：442   雌：体重増加抑制、摂餌量減少等  

Fl雄：19．4   Fl雄：97．3   児動物  

Fl雌：105   Fl雌：554   雌雄：体重増加抑制  

児動物   児動物   （繁殖能に対する影響は認められ  

P雄：76．4  P雄：386  ない）   

P雌：87．3  P雌：442  

Fl雄：97．3  Fl雄：519  

Fl雌：105  Fl雌：554  

2備考に最小毒性量で認められた所見の概要を示す。  
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発生毒性試験  母動物：－   母動物：100   母動物：体重増加抑制等  

の   胎児：100   胎児：300   胎児：第7頸椎横突孔開存  

出生児：1000   出生児：－   出生児：影響なし  

（催奇形性は認められない）  

発生毒性試験  親動物   親動物   親動物  

②   雄：－   雄：100   雌雄：腎絶対重量増加等  

雌：－   雌：100   胎児：影響なし  

胎児：1000   胎児：－   （催奇形性は認められない）  

発生毒性試験  母動物：100   母動物：300   母動物：体重増加抑制等  

③   出生児：100   出生児：300   出生児：体重増加抑制等  

（催奇形性は認められない）   

マウス  90 日間亜急性  雄：28．2   雄：149   雄：MCH減少  

毒性試験   雌：37．9   雌：197   雌：T．Cbol増加  

18カ月間発が  雄：16・4   雄：虹3   雌雄：生存率低下、全身性アミロイド  

ん性試験   雌：107   雌：533   －シス増加等  

（発がん性は認められない）   

ウサギ  発生毒性試験  母動物：100   母動物：300   母動物：自発運動量減少等  

胎児：・即）0   胎児：1000   胎児：生存胎児数減少  

（催奇形性は認められない）   

イヌ  90 日間亜急性  雄：100   雄：300   雄：肝絶対・比重量増加  

毒性試験   雌：100   雌：300   雌：肝細胞肥大等  

1年間慢性毒性  雄：－   雄：30   雄‥T．Cbol、肝比重畢増加  

試験①   雌：30   雌：100   雌：T．C血ol増加等  

1年蘭慢 雄：－   影響なし（試験①の30mg此g体  

性試験②（（Dの  雌：10   雌：－   重／日投与群でみられた毒性所見  

追加試験）  は認められな 

－：無毒性量又は最小毒性量は認められなかった。   

食品安全委員会は、各試験の無毒性量の最小値が、イヌを用いた1年間慢性毒性試験の10  

mg肱g体重／日であったので、これを根拠として安全係数100で除した0．1m釘kg体重／日を一  

日摂取許容量（ADI）と設定した。  

ADI  

（ADI設定根拠資料）  

（動物種）  

（期間）  

（投与方法）  

（無毒性量）  

（安全係数）  

0．1mg／kg体重／日  

慢性毒性試験  

イヌ  

1年間  

強制経口投与  

10mg瓜g体重／日  

100  
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＜別紙1：代謝物／分解物略称＞  

略称   化学名   

4一陣ヒドロキシフエノキシ）フェニル（兄針2せピ 
4’－OH－Py∬   

ーテル   

4－（2－ヒドロキシフエノキシ）フェニル（且9－2・（2－ビリジルオキシ）プロピルエ  
2’一OH・Py万  

ーテル   

5”－OH－Py二r   
（風9－5・ヒドロキシ・2・il・メチル・2－（4－フエノキシフエノキシ）ェトキシル〉ピリ  

ジン   

4－（4・ヒドロキシフエノキシ）フェニル（風9・2・（5・ヒ・ドロキシビリジルー2－オキシ）プ  
5”，4’－OHヤ匹  

ロビルエーテル   

DPHヤ叩  4－ヒドロキシフェニノ｝（風9－2・（2ゼリジルオキシ）プロピルエーテル 

4’・OH－POPA  4・（4・ヒドロキシフエノキシ）フェニル（兄9・2－ヒドロキシプロピルエーテル   

POPA   ケフエノキシフェニル（点9－2一ヒドロキシプロピルエーテル   

4’一OH・POp  4－4’－オキシジフェノール   

DPHtPOP。A  4－ヒドロキシフェニル（粛－2－ヒドロキシプロピルエーテル   

POP   4－フエノキシフェノール   

PYPA   （兄9・2－（2・どリジルオキシ）プロピ 

PYPAC   （風針2－（2－ビリジルオキシ）プロピオン酸   

2－OH・PY  2－ヒドロキシビリジン   
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＜別紙2：検査値等略称＞  

略称   名称   

ai   有効成分量   

ALP   アルカリフォスファターゼ   

ALT   アラニンアミノトランスフエラーゼ   

AST   アスバルテー トアミノトランスフエラーゼ   

qmax   最高濃度   

Hb   ヘモグロビン（血色素量）   

HPLC   高速液体久ロマトグラフイー   

Ht   ヘマトクリット値   

LC50   50％致死濃度   

LD50   50％致死量   

MCH   平均赤血球血色素量   

MCV   平均赤血球容積   

PHI   最終使用から収穫までの日数   

PLT   血小板数   

RBC   赤血球数   

TAR   総処理（投与）放射能   

T．Cbol   総コレステロール   

TLC   薄層クロマトグラフィー   

Tm。Ⅹ   最高濃度到達時間   

TP   総蛋白質   

TRR   総残留放射能   

Tl／2   半減期   
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＜別紙3：作物残留試験成績＞  

作物名   試験   使用量   回数  PHI   残留値（mg／kg）   

実施年   圃場数  （ga此a）  （回）  （日）  
最高値   平均値   

0．29  0．12  
トマト  2  1 3  0．23  0．12  

（施設・果実）  2   250EC  

1995年度  0．33  0．23  
4  1 3  0．15  0．08   

ピーマン   1   1．42   1．10   

（施設・果実）  2   250EC   2  3   1．08   0．87   

1991年度  7   0．78   0．55   

1  0．21  0．14  

なす  
2  3  0．16  0．11  

7  0．14  
2   

0．06  
（施設・果実）  250－404EC  

1993年度  
1  0．29  0．18  

4  3  0．19  0．12  
7  0．08  0．04   

ししとう   0．79   0．60   

（施設・果実）  2   300EC   2   3   0．84   0．68   

2bo3年度  7   0．71   0．53   

1  0．03  0．02  
2  3  0．02  0．01★  

きゆうり  
7  0．01  0．01★  

（施設・果実）  2   250EC  

1993年度  
1  0．03  0．02  

4  3  0．02  0．01★  

7  ＜0．01  ＜0．01   

メロン   1   ＜0．01   ＜0．01   

（施設・果実）  2   250EC   4  3   ＜0．01   ＜0．01   

1996年度  7   ＜0．01   ＜0．01   

茶 

（露地∴荒茶）  2   90MC   
45  0．07  0．05  

2004年度  

1  

60  0．03  0．02央   

茶  

（露地・荒茶）  1   90MC   
45  0．02  0．02  

2005年度  
1   60  0．01  0．01   

注）・散布にはEC：乳剤、MC：マイクロカプセル剤を使用した。   

・一部に検出限界未満を含むデータの平均を計算する場合は検出限界値を検出したものと  
して計算し、★印を付した。   

・全てのデータが検出限界未満の場合は検出限界値の平均に＜を付して記載した。  
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＜別紙4：推定摂取量＞  

国民平均  小児（1－6歳）  妊婦  高齢者（65歳以上）  

作物名   
残留値  （体重：15．8kg）  （体重：55．6kg） （体重：54．2kg）  

刷  ぽ   摂取主   仔   摂取量   仔   摂取量   げ   摂取量  

毎〟団  （〃威〟日）  敏〟団  （相川日）  毎〟団  （〟威〟日）  敏〟田  （掴困日）   

トマト   0．23   24．3   5．59   16．9   3．89   24．5   5．64   18．9   4．35   

ピーマン   1．10   4．4   4．84   2   2．20   1．9   2．09   3．7   4．07   

ナス   0．18   4   0．72   0．9   0．16   3．3   0．59   5．7   1．03   

その他のなす科  
0．68   0．2   0．14   0．1   0，07   0．1   0．07   0．3   0．20   

野菜  

きゆうり   0．02   16．3   0．33   8．2   0．16   10．1   0．20   16．6   0．33   

茶   0．05   3   0．15   1．4   0．07   3．5   0．18   4．3   0．22   

合 計  11．8  6．55  8．77  10．2   

残留値は、申請されている使用時期・回数のうち最大の残留を示す各試験区の平均残留値を用  
いた（参照別紙3）。  
灯：平成10年～12年の国民栄養調査（参照66～68）の結果に基づく農産物摂取量（釘〟日）  
摂取量：残留値及び農産物摂取量から求めたビリプロキシフェンの推定摂取量（〝釘人／日）  

メロンは全データが検出限界未満であったため摂取量の計算に用いなかった。  
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